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４．不法行為の準拠法における反致の導入
4.1 厳格な不法行為地法主義における問題点の指摘














（2) O’Driscoll v. J Ray Mcdermott, SA 判決








２．2000年以前 Phillips v. Eyre ルールの導入とその見直し
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(１) ニュー・サウス・ウェルズ州 (NSW), クイーンズランド州 (QLD),
西オーストラリア州 (WA), 南オーストラリア州 (SA), ヴィクトリア州
(VIC), タスマニア州 (TAS) の各州と, ノーザン・テリトリー（北部準
州：NT), 首都特別地域 (Australian Capital Territory : ACT) の各テリト
リーである。
(２) もっとも, このいずれの事案に当たるかについての区別は, 若干注意
が必要である。後述（3.2 (2) ④）参照。
ついては, 長年にわたりイングランドの先例に基づくルールが採用されて










コモン・ロー上の先例とされてきたのが, Phillips v. Eyre 判決で
(４)
ある。
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(３) この動きについては, K. Anderson, ‘Current Developments in Australian
Private International Law: Divergences from England and Notes regarding
New Zealand’ 国際私法年報第５号（2003) 2, 10にも紹介されている。
(４) Phillips v. Eyre (1870) LR 6 QB 1.
(５) M. Tilbury, G. Davis, B. Opeskin, CONFLICT OF LAWS IN AUSTRALIA
(2002), 804, R. Mortensen, PRIVATE INTERNATIONAL LAW IN
AUSTRALIA (2006), 416417, P. Nygh, M. Davies, CONFLICT OF LAWS
IN AUSTRALIA 7 th ed. (2002), 417.
(６) Breavington v. Godleman (1988) 169 CLR 41.
は不法行為地法のみを適用するとの判断を下している。もっともそのわず
か３年後の1991年, 最高裁は, McKain v. RW Miller & Co (SA) Pty Ltd
判決に
(７)
おいて Breavington v. Godleman 判決を再び覆し, 不法行為の準拠
法ルールはやはり Phillips v. Eyre ルールによることを確認している。さ




最高裁による Phillips v. Eyre ルールの否定, および厳格な不法行為地法
主義への移行, の前兆を見ることができるのかもしれない。
2.1 Phillips v. Eyre 判決
(９)





こり, それを抑えるにあたって Edward John Eyre 総督による残酷な行為
があったとして, ジャマイカの原住民が, イングランドにおいて Eyre 総
督を不法行為により訴えたものである。この反乱ののち, ジャマイカにお
いては, 反乱の抑圧のためになされた行為をすべて保護し, 合法的なもの
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(７) McKain v. RW Miller & Co (SA) Pty Ltd (1992) 174 CLR 1. 判例集の
表示は（1992）となっているが，判決が下されたのは1991年12月である。
(８) Stevens v. Head (1993) 176 CLR 433.







able) 性質を有さなければならない。第２に, その行為は, それがな








（1902年の Carr v. Francis Times & Co 判決),
(11)
そしてオーストラリアの
最高裁においても（1951年の Koop v. Bebb 判決お
(12)
よび1965年の Anderson




上の抵触法ルールは, その後長きにわたり, Wills 裁判官の示したこのル
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(10) (1870) LR 6 QB 1, 2829.
(11) Carr v. Francis Times & Co. [1902] AC 176, 182.
(12) Koop v. Bebb (1951) 84 CLR 629, 642643.
(13) Anderson v. Eric Anderson Radio and TV Pty Ltd. (1965) 114 CLR 20.
2.2 柔軟な例外規定
その後, イングランドにおいては, このルールにさらに「柔軟な例外規









みを適用することが許される（1995年の Privy Council 判決である Red
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異なり, Phillips v. Eyre ルールを純然たる準拠法ルールと解する前提で
のものであると理解されており, 貴族院の Boys v. Chaplin 判決に従い,



























権を有すること, 上訴人は PCG以外のメンバーの保険者として PCGに対

















されるケースに当たると結論した。M. Davies, S. Ricketson, G. Lindell,
CONFLICT OF LAWS COMMENTARY AND MATERIALS (1997), 436441
にもこの判例が紹介されている。
(16) P. Nygh, M. Davies, supra note 5, 429．
ールとして受け入れた。
(17)








2.3 オーストラリアにおける Phillips v. Eyre ルールの解釈の問題
これに対し, オーストラリアにおいては, Phillips v. Eyre ルールの解
釈につき, イングランドとは異なった視点から問題が指摘されてきた。す
なわち, Phillips v. Eyre 判決で示されたこのルールは, そもそも①純然









Phillips v. Eyre ルールがこのように管轄のルールであると解されるとし





法と政治 60巻 2号 (2009年 7月) 9(496)





(20) P. Nygh, M. Davies, supra note 5, 418, R. Mortensen, supra note 5, 416,
M. Tilbury, G. Davis, B. Opeskin, supra note 5, 806..
(21) P. Nygh, M. Davies, supra note 5, 418．
(22) M. Tilbury, G. Davis, B. Opeskin, supra note 5, 806. これは ‘jurisdiction
over the subject matter of the action’ であり, ちょうど外国の土地の権利
に関する紛争を扱う裁判所の権限への制限に似たものである, と説明され
先に挙げた最高裁の1951年の Koop v. Bebb 判決お
(23)
よび1965年の











最高裁の Anderson v. Eric Anderson Radio and




Anderson v. Eric Anderson Radio and TV Pty Ltd 判決
事案は, 首都特別地域 (ACT) で自動車事故に遭い怪我をした原告
が, ニュー・サウス・ウェルズ州において訴えを提起したものである。


























10(495) 法と政治 60巻 2号 (2009年 7月)
ている。
(23) Koop v. Bebb (1951) 84 CLR 629, 642643.
(24) Anderson v. Eric Anderson Radio and TV Pty Ltd. (1965) 114 CLR 20.
(25) P. Nygh, M. Davies, supra note 5, 418．
(26) Ibid, 419．
(27) R. Mortensen, supra note 5, 416.
ルズにおいて訴えうるもの (actionable) であると判断した。また第２
の基準については, この事件は不法行為地である首都特別地域におい
ては違法であるため, 正当ではない (not justifiable) ものであるとし
た。したがって, この事件は, Phillips v. Eyre ルールの２つの基準
は充たしたが, それはニュー・サウス・ウェルズ州の裁判所がこの事
件を審理できることのみを意味したものであり, 適用されるべき法は,
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(28) ちなみに, Anderson v. Eric Anderson Radio and TV Pty Ltd. におけ
る Windeyer 裁判官のこの考え方は, イングランドにおいては Red Sea
Insurance Co. Ltd., v. Bouygues SA [1995] 1 AC 190, 198 において否定さ
れているとされる。M. Tilbury, G. Davis, B. Opeskin, supra note 5, 806.
(29) 後述 (2.4) の Breavington v. Godleman (1988) 169 CLR 41, Brennan,
[7] に示される Brennan 裁判官の見解など。
(30) 後述 (2.5 (1)) の McKain v. RW Miller & Co (SA) Pty Ltd (1992) 174
CLR 1.
(31) M. Tilbury, G. Davis, B. Opeskin, supra note 5, 806.





Phillips v. Eyre ルールの位置づけについ
ての議論は, 後述する
(33)
Pfeifer 判決および Zhang 判決において厳格な不法
行為地法主義が採用され, Phillips v. Eyre ルールが廃止されるまで続く
こととなる。
2.4 Breavington v. Godleman 判決
(34)
Phillips v. Eyre ルールの一時的
な拒否
そのような状況の中, 1988年にオーストラリア最高裁が下した
Breavington v. Godleman 判決は, オーストラリア最高裁が, 従来の
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(32) なお, オーストラリアにおいてもイングランド流の「柔軟な例外」が
一部には用いられ, オーストラリア最高裁による2000年の Pfeiffer 判決ま
では, オーストラリア内の複数の州やテリトリーが係わる不法行為事件に
おいて適用されて, Phillips v. Eyre ルールの厳しさを緩和してきたとの指
摘もある。P. Nygh, M. Davies, supra note 5, 429, M. Tilbury, G. Davis, B.
Opeskin, supra note 5, 782. これは, Phillips v. Eyre ルールを純然たる準
拠法ルールと解する立場においての「柔軟な例外」の適用であると思われ
る。
(33) 3.1 および 3.2 参照。










故の損害賠償請求については制定法 Motor Accidents (Compensation) Act
1979 が定められており, 同法により, この種の損害賠償金は認められな
かった。被告がノーザン・テリトリーの Motor Accidents (Compensation)
Act 1979 の適用を主張したのに対し, 第一審は, 法廷地法が適用される
として, 被告の主張を認めなかった。被告は控訴し, ヴィクトリア州最高









Brennan, Dawson, Toohey の各裁判官が, コモン・ローを法源であると
論
説
法と政治 60巻 2号 (2009年 7月) 13(492)




Wilson, Gaudron, Deane の各裁判官















首席裁判官, および Wilson, Gaudron, Deane の各裁判官が, 多数意見の




Wilson, Gaudron, Deane の各裁判官が, 準拠用ルー
ルの法源をコモンウェルス憲法 s118の full faith and credit 条項に求める
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(36) (1988) 169 CLR 41, Mason, [36][38], Brennan, [13][16], Dawson,
[18][22], Toohey, [34][46].
(37) オーストラリアの憲法 s118は, 以下のように, アメリカ合衆国の full
faith and credit 条項とほぼ同じ文言の規定となっている。‘Full faith and
credit shall be given, throughout the Commonwealth, to the laws, the public
Acts and records, and the judicial proceedings of every State.’
(38) (1988) 169 CLR 41, Wilson and Gaudron, [36][48], Deane, [25][27].
(39) John Pfeiffer Pty Limited v. Rogerson (2000) 203 CLR 503 ; 172 ALR
625 ; 74 ALJR 1109.

























③ 不法行為の準拠法 少数意見：Phillips v. Eyre ルール
これに対し, Brennan, Dawson, Toohey の各裁判官は反対意見を述べ,
Phillips v. Eyre ルールを適用するべきだとの立場に立った。特に Brennan
裁判官は, この Phillips v. Eyre ルールを Boys v. Chaplin 判決で解された
論
説
法と政治 60巻 2号 (2009年 7月) 15(490)
(41) Law Commission Working Paper No.87 and The Scottish Law
Commission Consultative Memorandum No.62 (1984), 16465.
(42) (1988) 169 CLR 41, Mason, [22], [24].
(43) Ibid, Mason, [24][25].






また, Dawson 裁判官は, 国内
の不法行為事件については, Phillips v. Eyre ルールにプロパー・ローの
例外は認めないと考え,
(47)
さらに Toohey 裁判官は, 法廷地法のみが
Phillips v. Eyre ルールに対する例外として適用されるべきであるが, 本
事案はその例外の対象とはならないとの意見を述べている。
(48)







④ Brennan 裁判官による Phillips v. Eyre ルールの再構築
ちなみにこの判決において, 不法行為地法主義の採用に反対し,
Phillips v. Eyre 判決のルールに基づくべきだとする少数意見の立場をと
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(45) Ibid, Brennan, [7], M. Tilbury, G. Davis, B. Opeskin, supra note 5, 806
もこの点を指摘。
(46) (1988) 169 CLR 41, Brennan, [12].
(47) Ibid, Dowson, [17].
(48) Ibid, Toohey, [32].





2. 行為が生じた地の法によれば, 行為が生じた状況は, 原告が執行
を求めているような種類の民事上の責任を生じさせるであろうこと｡」





Breavington v. Godleman 判決は, 上述したように, オーストラリア最
高裁が不法行為の準拠法ルールについて, 長年続いてきた Phillips v. Eyre
ルールをいったん拒否し, 不法行為地法主義を採用した判決である。イン




他方で, この判決において少数意見の立場となり, Phillips v. Eyre ル
ールの適用を主張した Brennan 裁判官の見解が, 後述する３年後の最高
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(50) (1988) 169 CLR 41, Brennan, [9].
(51) Breavington v. Godleman 判決の多数意見は, McKain v. RW Miller &
Co (SA) Pty Ltd 判決においては追従されはしなかったが, カナダの最高
裁による Tolofson v. Jensen [1994] 3 SCR 1022 ; (1994) 120 DLR (4 th)
Phillips v. Eyre ルールについては, 学説の立場からは, 特に第２の基準
について, 元の Phillips v. Eyre ルールでは, 不法行為地法上「正当化さ
れないもの (not justifiable) でなければならない」とされていたものを,




2.5 McKain v. RW Miller & Co (SA) Pty Ltd 判決と Stevens v. Head 判
決 Phillips v. Eyre ルールへの復帰
Breavington v. Godleman 判決の３年後の1991年, オーストラリア最高
裁は, McKain v. RW Miller & Co (SA) Pty Ltd判決において, Breavington
v. Godleman 判決を覆し, 従来の伝統的なコモン・ロー上のルールである
Phillips v. Eyre ルールに立ち戻った。この立場はその２年後の1993年の,
最高裁の Stevens v. Head 判決においても踏襲される。
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289 が, 複数の州の関わる国内における不法行為事件の準拠法について
不法行為地法主義を採用した際の理由の一つとなったとされている。R.
Mortensen, supra note 5, 422.
(52) P. Nygh, M. Davies, supra note 5, 419．
(53) McKain v. RW Miller & Co (South Australia) Pty Ltd (1992) 174 CLR
1.
である彼の雇用主が注意義務を怠ったためであるとして, 1990年, ニュ




あったが, 南オーストラリア州では制定法 Limitation of Action Act 1936





Brennan, Dawson, Toohey, McHugh の裁判官からなる多数意見は,












そして, Breavington v. Godleman 判決で Dawson および
Toohey 両裁判官の示した見解は, Phillips v. Eyre ルールに例外を認める
論
説
法と政治 60巻 2号 (2009年 7月) 19(486)
(54) これも注(35)と同様に, 表示としては Supreme Court とされるが,
実際は事実審裁判所（第一審裁判所）である。
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(57) Ibid, Brennan, Dawson, Toohey, and McHugh, [13].
(58) Ibid, Brennan, Dawson, Toohey, and McHugh, [15].
(59) R. Mortensen, supra note 5, 421.
＜判決の位置づけ＞
本判決は, Breavington v. Godleman 判決において少数意見であった
Brennan 裁判官の見解を採用し, 不法行為の準拠法ルールとして Phillips
v. Eyre ルールに立ち戻った判決として, 注目された。本判決において,
Phillips v. Eyre ルールに追加された第三の要件は,「不法行為地法上生じ
た責任は審理の時まで継続するものでなければならない」というものであ










なお, Nigh は, 不法行為地法主義を採用した Breavington v. Godleman
判決の立場に賛成しており, 本判決に対しては, これを「Phillips v. Eyre
ルールのよみがえり」と名付けて, きわめて批判的に評している。
(62)
（2） Stevens v. Head 判決
(63)
1993年, 最高裁は Stevens v. Head判決においても, 上記McKain v. RW
論
説
法と政治 60巻 2号 (2009年 7月) 21(484)
(60) (1992) 174 CLR 1, Brennan, Dawson, Toohey, and McHugh, [15], P.
Nygh, M. Davies, supra note 5, 420.
(61) P. Nygh, M. Davies, supra note 5, 420.
(62) P. Nigh, ‘The Miraculous Raising of Lazarus : McKain v. RW Miller Co
(South Australia) Pty Ltd.’, (1922) 22 University of Western Australia Law
Review 386, 393395. Nigh は, コモン・ロー制度を取る国の最高裁判所
が, わずか３年で先例を覆すことに対して, もっと慎重な態度をとるべき
であると批判している at 393.





















・ウェルズ州法が準拠法となるとしたが, Motor Accidents Act 1988
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(63) Stevens v. Head (1993) 176 CLR 433.
(64) 本件においては, 訴額が低いために, 第一審裁判所が, 最高裁判所
(Supreme Court) ではなく, 地方裁判所になったと思われる。
のコモン・ローにより算定した。被告は控訴し, 控訴審であるクイーンズ
ランド州最高裁判所の全員法廷 (Full Court of the Supreme Court of
Queensland) は, 被告の控訴を認め, 第一審裁判所は Motor Accidents Act




Brennan, Dowson, Toohey, McHugh 各裁判官が, 本件においても多数意




結論としては, ニュー・サウス・ウェルズ州の Motor Accidents Act 1988
(NSW) Part 6 を一種の手続法と解し, クイーンズランド州での裁判にお
ける損害賠償額の算定には適用されないとして, 原告の上告を認めている。
＜判決の位置づけ＞
McKain判決の２年後に下されたこの Stevens v. Head判決は, Phillips v.
Eyre ルールを適用すると判示して, McKain 判決を踏襲した。これによ
り, 不法行為の準拠法は, Breavington v. Godleman 判決において採られ
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なお Phillips v. Eyre ルールの位置づけについてであるが, Breavington




意見は, この点も含めて, Brennan 裁判官の見解に賛成しているとの理解
もあった。
(68)





また, 最高裁においても, Brennan 裁判官の立場に McKain 判決
において賛成し, ともに多数意見を述べた Dowson裁判官が, その後1995



























３．2000年以降 Phillips v. Eyre ルールの否定と厳格な不法行為
地法主義の採用
24(481) 法と政治 60巻 2号 (2009年 7月)
(66) P. Nygh, M. Davies, supra note 5, 417420, R. Mortensen, supra note 5,
415, M. Tilbury, G. Davis, B. Opeskin, supra note 5, 806807.
(67) Breavington v. Godleman (1988) 169 CLR 41, Brennan, [7], M. Tilbury,
G. Davis, B. Opeskin, supra note 5, 806.
(68) M. Tilbury, G. Davis, B. Opeskin, supra note 5, 806.
(69) R. Mortensen, supra note 5, 422.
(70) Gardner v. Wallace (1995) 184 CLR 95, [7].
(71) M. Tilbury, G. Davis, B. Opeskin, supra note 5, 806.
く変更される。オーストラリア最高裁は, 国内における不法行為事件につ
いては2000年の Pfeiffer 判決において, オーストラリア国外の不法行為事




（1） John Pfeiffer Pty Limited v. Rogerson 判決
(72)
＜事実の概要＞









ウス・ウェルズ州は, 制定法 Workers Compensation Act 1987 (NSW) を
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(72) John Pfeiffer Pty Limited v. Rogerson (2000) 203 CLR 503 ; 172 ALR
625 ; 74 ALJR 1109.
(73) Supreme Court of the ACT の Master の判決であるDavid Rogerson v.
John Pfeiffer Pty Ltd. [1997] ATSC 26 には, 原告はニュー・サウス・ウ
ェルズ州の住人であると記されているが, 首都特別地域最高裁判所全員法
廷 (Full Court of the Supreme Court of the ACT) の判決である John Pfeiffer
Pty Ltd v. David Rogerson [1997] ACTSC 99 には, 原告はずっと首都特
別地域の住人であったと記載されている。





は, 上記 Stevens v. Head 判決の先例により, 準拠法に
ついては法廷地法と不法行為地法とを適用するとの立場に立った。しかし,




判断は, 首都特別地域最高裁判所全員法廷 (Full Court of the Supreme
Court of the ACT) においても, さらに, 連邦裁判所全員法廷 (Full Court
of the Federal Court) においても確認された。
(76)
これに対し雇用主は, ニュ




最高裁の, Gleeson 首席裁判官, Gaudron, McHugh, Gummow, Hayne
各裁判官からなる多数意見は, まず, 準拠法ルールにおける憲法的アプロ
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(76) John Pfeiffer Pty Ltd v. David Rogerson [1998] FCA 815. 首都特別区
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(78) Ibid, [63].
(79) Kahn-Freund, ‘Delictual Liability and the Conflict of Laws’ (1968) II
Recueil des Cours 5, 36.
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(81) Ibid, [79].
(82) Ibid, [80].














次いで判旨は, Phillips v. Eyre ルールの示す, ダブル・アクショナビ
リティ・ルールについて言及する。判旨は, Loucks v. Standard Oil Co of
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(85) Ibid, [86].
(86) Tolofson v. Jensen [1994] 3 SCR 1022 ; (1994) 120 DLR (4 th) 289. 自
動車事故の損害賠償請求事件が２件統合されて判断されたものである。表
記の Tolofson ケースは，ブリティッシュ・コロンビア州の住人である原
告が, 父親の運転する車に同乗中, サスカチュワン州において, 同州の住
人の運転する車と衝突し, 負傷した事案である。原告は, 事故から８年余
経過後に, 損害賠償金を求めて, 父親と, 衝突した車の運転手の両者を相
手取って, ブリティッシュ・コロンビア州において提訴した。サスカチュ
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(88) Loucks v. Standard Oil Co of New York (1918) 120NE 198, 202.
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(92) (2000) 203 CLR 503 ; 172 ALR 625 ; 74 ALJR 1109, [83][87], M.
Tilbury, G. Davis, B. Opeskin, supra note 5, 813, R. Mortensen, ‘“Troublesome
and Obscure” : The Renewal of Renvoi in Australia’ (2006) 2 Journal of










第三は, Breavington v. Godleman 判決以来議論されてきた, 準拠法の
憲法的アプローチ, すなわち, 少なくともオーストラリア国内における準
拠法ルールについては, オーストラリア憲法の full faith and credit 条項に
より規律されるのではないかという立場への言及である。Pfeiffer 判決に
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(93) 後述の O’Driscoll v. J Ray Mcdermott, SA 判決において, これは,
McKein 判決において少数意見を述べた Mason 首席裁判官と, Deane 裁
















最高裁が, 自らが以前に下した McKain 判決,
および Stevens 判決の立場を放棄した理由の一つに, 憲法的視点がある
と言いうるのではないかと解される。
④ Phillips v. Eyre ルールの位置づけについての議論の終結
第四に, Phillips v. Eyre ルールが本判決において否定されたことによ
り, Phillips v. Eyre ルールの位置づけについての議論も, 国内の不法行
為の事案については終止符が打たれたことである。もっとも Pfeiffer 判決
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(94) (2000) 203 CLR 503 ; 172 ALR 625 ; 74 ALJR 1109, [86].
(95) R. Mortensen, supra note 5, 270.
(96) M. Tilbury, G. Davis, B. Opeskin, supra note 5, 520,
(97) Lange v. Australian Broadcasting Corporation (1997) 189 CLR 520.
(98) (2000) 203 CLR 503 ; 172 ALR 625 ; 74 ALJR 1109, [71].
(99) Ibid, [24].
⑤ Pfeiffer 判決の射程









（1） Regie Nationale des Usines Renault SA v. Zhang 判決
(102)
Pfeiffer判決の２年後の2002年, 最高裁は, Regie Nationale des Usines
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(100) Ibid, [2].
(101) M. Tilbury, G. Davis, B. Opeskin, supra note 5, 781, P. Nygh, M. Davies,
supra note 5, 416．
(102) Regie Nationale des Usines Renault SA v. Zhang (2002) 210 CLR 491 ;
187 ALR 1; 76 ALJR 551,
(103) P. Nygh, M. Davies, supra note 5, 4547．
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(105) オーストラリア国内の他の州やテリトリーにいる被告に対して送達す
る場合についても, 従来は各裁判所規則によりその要件が定められていた
が, 1993年４月１日以降は, この場合については制定法 Service and
Execution of Process Act 1992 (Cth) により規律されている。同法は, か
つて各裁判所規則では要件とされていた, ①訴状送達以前あるいは以後に
おける裁判所の許可や, ②事案や当事者と各州との一定の関連性, を求め
ていないことが大きな変更点とされる。P. Nygh, M. Davies, supra note 5,




Nygh, M. Davies, supra note 5, 48.








と, 移民局のアドヴァイスを受けた。そこで原告は, 1991年２月, フラ
ンス領ニューカレドニアを訪れ, ヌーメア市にあるオーストラリア領事館
において永住権の申請をするため当地に滞在中, 自動車事故に遭った。事






原告はニュー・サウス・ウェルズ州の最高裁判所 (Supreme Court of







被告がオーストラリアに所在 (presence) していないため, 原告は, ニ
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して, 訴えの stay を求めた。
＜第一審＞







な関連を有していることに言及する。そのうえで Smart 裁判官は, 適用
されるべき実質法は不法行為地法であるフランス法であると述べる。これ
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はその費用を負担すること, の条件を付した上で, stay を認めた。
(109)
原告
は, ニュー・サウス・ウェルズ州最高裁判所の控訴審 (Supreme Court of
the New South Wales Court of Appeal) に控訴した。
＜控訴審＞
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(109) Ibid, [14][24].
(110) これはオーストラリアの最高裁判決 Voth v. Manildra Flour Mills Pty
Ltd (1990) 171 CLR 538, で示された基準で, 外国裁判所の管轄を理由に
stay を認める場合には, 国内の他の裁判所の管轄のための stay よりも厳
しい基準が設定されている。P. Nygh, M. Davies, supra note 5, 55, R.
Mortensen supra note 5, 55, M. Tilbury, G. Davis, B. Opeskin, supra note 5,
87, K. Anderson with J. Davis, ‘Annual Survey of Recent Developments in
Australian Private International Law 20002003’ The Australian Year Book of
International Law (2005) Vol. 24, 443, 447. なお, 注(306), (307)も参照の
こと。
(111) [2000] NSWCA 188 [27].
(112) Ibid, [28].
ける Clarke 裁判官の意見, すなわち, Phillips v. Eyre ルールは司法判断
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(113) Thompson v. Hill (1995) 38 NSWLR 714.
(114) [2000] NSWCA 188 [29][32].
(115) Ibid, [38]. 後述するように, この Zhang 事件控訴審の判決文が書かれ
た時点では, まだ最高裁の Pfeiffer 判決は下されていなかった。
(116) Ibid, [42].
(117) 最高裁の Oceanic Sun Line Special Shipping Company Inc v Fay (1988)
165 CLR 197 における Gaudron 裁判官の意見 : Gaudron, [24].
(118) [2000] NSWCA 188 [39].
(119) Ibid, [44][49].
ため, 両当事者は裁判所の許可を得て, それぞれ補足書面を提出している。
その書面において被告側は, Pfeiffer 判決は, 国際的な不法行為事件の準
拠法ルールについても不法行為地法を採用するための強力な理由づけを提
示しており, McKain 判決と Stevens 判決はもはやオーストラリアでは適
切な法ではないと主張している。他方で原告側は, Pfeiffer 判決は国内の









Gleeson 首席裁判官, Gaudron, McHugh, Gummow, Hayne 各裁判官
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(120) Ibid, [50][52].
(121) John Pfeiffer Pty Limited v. Rogerson (2000) 203 CLR 503 ; 172 ALR
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(122) Regie Nationale des Usines Renault SA v. Zhang (2002) 210 CLR 491 ;
187 ALR 1; 76 ALJR 551, [10].
(123) Ibid, [27].
(124) Kahn-Freund, supra note 79, 24.


























の検討に入り, 問題は, Pfeiffer 判決と一貫性を持たせて, 外国で生じた
不法行為事件においても不法行為地法を準拠法とすべきか, もしもそうだ
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(127) Ibid, [54].
(128) John Pfeiffer Pty Limited v. Rogerson (2000) 203 CLR 503 ; 172 ALR
625 ; 74 ALJR 1109, [91]. 本稿 3.1 (1)＜判決の内容＞②参照。
(129) (2002) 210 CLR 491, 187 ALR 1; 76 ALJR 551, [58].
(130) Ibid, [59].
(131) Ibid, [60].
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ズ州法は準拠法とはならないとの前提の下に, 本件において, stay は認
められるかの判断に入る。判旨は, stay を認めるか否かの判断は, 競合
する事柄の間のバランスをとるというものではないと述べた上で,「ニュ

























































最高裁が Pfeiffer 判決において, 国内における不法行為の準拠法につい
ては厳格な不法行為地法主義を採用するとの立場を示したあと, 国外で生
じた不法行為の準拠法については, ２つの面からの議論があった。
 Phillips v. Eyre ルールを維持するか廃止するか
第一は, 従来の準拠法ルールであった Phillips v. Eyre ルールを, 国際
的な不法行為については維持し続けるのか, という問題である。
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(139) Ibid, [82].
(140) M. Tilbury, G. Davis, B. Opeskin, supra note 5, 817.
示されるべきだとの強い意見を主張している。その理由として Nigh and
Davies は, オーストラリア国内の複数の州やテリトリーの関わる事案に
おいては, すでに Pfeiffer 判決で, 厳格な不法行為地法を準拠法とするル






盾を説明する必要があること, Phillips v. Eyre 判決の本家であるイング
ランドにおいても, すでに連合王国が1995年法を定めたことにより
Phillips v. Eyre ルールは廃止されており, カナダにおいても同様に, 最
高裁の Tolofson v. Jensen 判決に
(143)
おいて不法行為地法主義が導入されてい
ること, オーストラリアの Law Reform Commission の提言においても,
古いルールの廃止が提案されていることを指摘している。
(144)
他方で, Zhang 判決の控訴審判決では, 判決が確定した直後に Pfeiffer
最高裁判決が下されたことを受けて判決文の最後に追記が付されており,
上述したように判旨はそこにおいても, Phillips v. Eyre ルールを再構築




























46(459) 法と政治 60巻 2号 (2009年 7月)
(141) (1992) 174 CLR 1.
(142) (1993) 176 CLR 433.
(143) [1994] 3 SCR 1022 ; (1994) 120 DLR (4 th) 289.
(144) P. Nygh, M. Davies, supra note 5, 417. これらの動きについては後述
3.3 参照。
(145) Zhang v. Regie Nationale des Usines Renault SA [2000] NSWCA 188,
[50][52].
(146) R. Mortensen, supra note 5, 425, Oz-US Film Productions Pty Limited v.
上告されたものであった。
 柔軟な例外を設けるか










ても, Phillips v. Eyre ルールを廃止し, 例外を認めない「厳格な不法行
為地法主義」を採用するとの答えを示したことになる。
第一の問いに対する答え, すなわち Phillips v. Eyre ルールを廃する理
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Heath [2001] NSWSC 298 [93], [105][110].
(147) P. Nygh, M. Davies, supra note 5, 429430．











Pfeiffer 判決を引用し, 出訴期限については, 実体法上の問題であると法
性決定し, したがって厳格な不法行為地法主義の対象となり, 例外は認め
られないとしている。この点が, 後の Neilson 判決に影響を与えることと
なる。なお, Pfeiffer 判決がやはり実体法上の問題であるとした, 損害の
種類や補償されるべき損害賠償金の額に関するすべての問題については,
国際的な要素を考慮し, 判断は控えるとしている。
③ Phillips v. Eyre ルールの位置づけについての議論の終結
Zhang 最高裁判決が, 国際的な不法行為事件についても Phillips v. Eyre
ルールを採用しないと判示したことによって, Phillips v. Eyre ルールの
位置づけについての議論は, これですべて終結することとなった。
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(149) (2002) 210 CLR 491, ALR 1, ALJR 551, [66], R. Mortensen, ibid, 426.
(150) 前述 2.6 参照。
(151) Thompson v. Hill (1995) 38 NSWLR 714.
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(153) K. Anderson with J. Davis, supra note 110, 445, R. Mortensen, supra note
5, 96.
















① イングランドにおける Phillips v. Eyre ルールの廃止
第一は, Phillips v. Eyre ルールの本家であるイングランドにおいて,
連合王国が不法行為の準拠法に関して1995年法, すなわち1995年国際私
法典 (Private International Law (Miscellaneous provisions) Act 1995) を
制定し, 同法 s11において「問題となる不法行為あるいは違法行為を構成
する出来事が生じた国の法を準拠法とする」との原則を規定し, 不法行為
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(154) (2002) 210 CLR 491 ; 187 ALR 1; 76 ALJR 551, [9].
(155) R. Mortensen, supra note 5, 96, P. St. J. Smart, ‘Foreign Torts and the
High Court of Australia’ (2002) 118 Law Quarterly Review 512, 515.
は例外的にその法を適用することができる」として, 不法行為地法主義に




















③ Law Reform Commission からの提言
さらに第三点として, オーストラリアにおいても, Pfeiffer 判決以前か
論
説
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(157) A. Mills, ‘Case and Comment : Renvoi and the Proof of Foreign Law in
Australia’ [2006] 65(1) Cambridge Law Journal, 37, 38, P. Nygh, M. Davies,
supra note 5, 429.
(158) Tolofson v. Jensen [1994] 3 SCR 1022 ; (1994) 120 DLR (4 th) 289.
(159) Ibid, at DLR, 310, 312, 314.
(160) M. Keyes, ‘Case Note : The doctrine of renvoi in international torts :




年のオーストラリアの Law Reform Commission による改正提案において




は改正の理由として,  Phillips v. Eyre ルールのもとでは, 原告は法廷
地法, 不法行為地法の２つの要件を満足させねばならず, 原告に不公正な
ルールとなっていること, このルールは法廷地法を過度に重視している
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(161) M. Tilbury, G. Davis, B. Opeskin, supra note 5, 782.
(162) Australian Law Reform Commission, Choice of Law, Report No. 58
(1992). http://www.austlii.edu.au/au/other/alrc/publications/reports/58/から入
手可。M. Tilbury, G. Davis, B. Opeskin, supra note 5, 824827.
(163) Australian Law Reform Commission, supra note 162, 4344.
(164) Ibid, Draft Uniform Choice of Law Bill 1992 Section 6.
(165) Ibid, 4648
(166) M. Tilbury, G. Davis, B. Opeskin, supra note 5, 825826.
3.4 小活
上記の背景もあって, 最高裁が Phillips v. Eyre ルールを廃して不法行
為地法主義を採用したことについては, これを評価する見解が示されてい
る。P. St. J. Smart は, 上述した連合王国における1995年法の制定, カナ
ダの最高裁の Tolofson 判決, オーストラリアの Law Reform Commission
からの提言, という動きに言及し, 最高裁のこれらの判決は, それほど驚
くべきことではないと述べる。
(167)
また Lindell は, Breavington v. Godleman
判決において Mason 首席裁判官が不法行為地法主義を採用したにもかか
わらず, 直後の Mckain 判決で覆されたことを指して, 最高裁は, 国際私
法の分野に関しては, Mason 首席裁判官が変化をさせようと試みはした
ものの, 結果として, Mason 首席裁判官, Brennann 首席裁判官の時代に
は, 他の法分野とは異なり, ほとんど変化をしてこなかったと指摘し, こ
のたびの Gleeson 首席裁判官の代になって, 国際私法についても重要な
法改正が成就しそうであると述べて, 今回の Pfeiffer 判決, Zhang 判決の
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(168) G. Lindell, ‘Case Notes : Regie National des Usines Renault SA v. Zhang,
Choice of Law in Torts and Another Farewell to Phillps v. Eyre but the Voth
Test Retained for Forum Non Conveniens in Australia’ (2002) 3 Melbourne
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(169) G. Davis, ‘John Pfeiffer Pty Ltd v. Rogerson : Choice of Law in Tort at the
Dawning of the 21st Century’ (2000) 24 Melbourne University Law Review
982, 10051008.
(170) G. Davis, ibid, 10001001.
4.2 Neilson v. Overseas Projects Corporation of Victoria Ltd 判決
(171)
＜事実の概要＞
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(171) Neilson v. Overseas Projects Corporation of Victoria Ltd, (2005) 223
CLR 331 ; (2005) 221 ALR 213 ; (2005) 79 ALJR 1736.
州最高裁判所に訴えを提起した。これに OPC の保険会社 Mercantile














西オーストラリア州最高裁判所の McKechnie 裁判官は, Pfeiffer 判決,




しかし McKechnie 裁判官は, OPC側から提出された「中華人民共和国
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(Australian nationals), OPCと Neilson 氏との中国でのプロジェクトは一
時的なものであり, OPCは, Neilson 夫婦が中国に滞在中もずっとオース
トラリアに所在していること, 原告の Neilson 夫人も, 夫の契約が1992年
に終了した後はオーストラリアに帰国し, その後はずっとオーストラリア
に居住していること, など, 両当事者とオーストラリアの関係が深いこと。
 OPCは, 1997年に訴えが提起される以前から, 少なくとも1994年の時
点において, 原告からのクレームを承知していたことが, OPC側の提示
した書類から認められること。国際的な不法行為事件の準拠法について
厳格な不法行為地法主義が適用されることは, 2002年の Zhang 判決が下
されるまでは, 当事者には認識しえなかったこと。出訴期限が延長され
た場合の不利益について OPC側が主張していないこと。これらの状況か
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している場合には, その国の法もまた適用されうる｡」





















以上の２点により, McKechnie 裁判官は, 結論として原告の訴えを認
めた。特に第二の点については, McKechnie 裁判官は, 反致について何
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(Full Court of the Supreme Court of Western Australia) に控訴した。
＜控訴審判決＞
(177)
控訴審において, McLure 裁判官は, McKechnie 裁判官の上記の２つ
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(180) Ibid, [28]. 二重反致についての説明は, 例えば溜池前掲注(19), 151
152頁, 山田鐐一『国際私法（第３版)』(2004年）61頁参照。





オーストラリアの準拠法ルールに基づいて, 中国法を, 146条の規定, す
なわち中国裁判所が裁量により事案をオーストラリア法に「送り返す」こ
とを認める規定, をも含めて適用することになると述べる。そして, これ





 さらに「二重反致」を採用すれば, オーストラリア裁判所は, 準拠
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第一審の McKechnie 裁判官は, 実質的に反致を適用したことになると述
















所においても, 反致は用いられてきていないことを McLure 裁判官は指
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(184) Ibid, [32].
(185) Ibid, [33].
たこと, また連合王国では, 1995年法 s 9 において不法行為事件につ
いては反致を用いないことが規定されたことを指摘する。さらにオースト





⑤ Pfeiffer 判決や Zhang 判決と反致
McLure 裁判官は, 不法行為事件の先例である Pfeiffer 判決や Zhang 判





また, 二重反致の手順が, オーストラリアの準拠法ルール, および当該外
国の準拠法ルールと反致に対する態度を見た上で準拠法が決定される, と
いう極めて複雑な手順を踏む必要があることにも触れ, 結論として























62(443) 法と政治 60巻 2号 (2009年 7月)
(186) Ibid, [34][39]. McLure 裁判官は，スコットランドの先例として
M’Elroy v. M’Allister 1949 SC 110, 126, アメリカの先例として Haumschild
v. Continental Casualty Co. 7 Wis 2d 130, 141142, 95 NW 2d 814, 820 (1959)
および Pfau v. Trent Aluminum Co. 55 NJ 2d 511, 263, A 2d 129, 136137
(1970) を挙げる。また，The Australian Law Reform Commission, Choice of








最高裁においては, 上記の第二の問題点, すなわち, 反致により本事案
にオーストラリア法が適用されるかに焦点があてられた。反致の採用の是
非, 中国法の証明について, 裁判官の意見は分かれ, ７人の裁判官によっ
て６つの意見が述べられている。結論として, Gleeson 首席裁判官,
Gummow, Hayne, Callinan, Heydon 各裁判官の５人が, 不法行為事件へ
の反致の適用を認め, 中華人民共和国民法通則146条によりオーストラリ
ア法が適用されるとして原告の上告を認めた。もっとも, 採るべき反致の
種類について, Callinan 裁判官は単純反致を採用するとしたのに対し, 他
の４人は二重反致を採用するとして見解が分かれる。さらに, 提出された
証拠から146条をどのように解するかについてもそれぞれの意見は分かれ
る。残りの２人の裁判官のうち, Kirby 裁判官は, 不法行為事件への二重
反致の適用は認めるが, 146条についての証拠の判断から, 原告の上告を
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(187) Ibid, [47][48].
① Gummow および Hayne 裁判官の意見：
















Gummow, Hayne 両裁判官は, 第１の問題について, まず「ひとた
びオーストラリアの国際私法ルールが外国の法に注意を向けるのであれば,
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(188) Neilson v. Overseas Projects Corporation of Victoria Ltd, (2005) 223






























そしてについて Gummow および Hayne 裁判官は, 146条に関しては,
論
説
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(191) Ibid, [92][100].























































以上の理由により, Gummow, Hayne 両裁判官は, 原告の上告を認め
た。
② Gleeson 首席裁判官の意見：
Gleeson 首席裁判官も, 反致の適用に賛成の立場を示す。Gleeson 首席
裁判官は, 控訴審の McLure 裁判官が, 二重反致の手順が複雑であり,
これを採用することは, Zhang 判決で示された理念である確実性と予測可
能性に反すると述べた点に対し, 事案に関連する中国法の規定の一部につ


































「永遠の回帰」の可能性については, Gleeson 裁判官は, 146条第二文
の適用によりそのような状況になりうるとする証拠が提示されていないこ








































反致を認めることについて Heydon 裁判官は, Pfeiffer 判決を引用し,




















法と政治 60巻 2号 (2009年 7月) 69(436)
(202) Ibid, [267].
(203) Ibid, [270].
(204) John Pfeiffer Pty Limited v. Rogerson (2000) 203 CLR 503 ; 172 ALR
625 ; 74 ALJR 1109, [83].
(205) (2005) 223 CLR 331 ; (2005) 221 ALR 213 ; (2005) 79 ALJR 1736,
[271].
(206) Ibid, [277].
以上の理由により, Heydon 裁判官は, 本件においてオーストラリアの
実質法が適用されるとして, 原告の上告を認めた。
④ Callinan 裁判官の意見：























































その上で Kirby 裁判官は, 控訴審が, Zhang 判決の示した確実性と予
測可能性の理念からすれば, 不法行為事件に反致を採用することは認めら
れないとしたことに対して, Zhang 判決は146条の適用を排除することを







さらに, Kirby 裁判官は, 法はその適用におい
て, 両当事者に対して公平でなければならず, そのため通常は, 当事者は
当事者が選択した法廷地の決定した準拠法にそのまま従うことになると述























































72(433) 法と政治 60巻 2号 (2009年 7月)
(212) Ibid, [173][175].
(213) Ibid, [197], [201][208].
(214) Ibid, [216], [219].
 中国法の証明について
まず中国法の証明の問題について, McHugh 裁判官は, 146条の第二文
は, 不法行為地法主義の原則に対する柔軟な例外規定であると述べ, 原告
側は, 中国裁判所がいかなる場合にこの例外規定を適用するかについての









反致に関しては, McHugh 裁判官のみが, 反致を用いることに反対す

























































































(221) K. Anderson and J. Davis, Annual Survey of Recent Developments in
Australian Private International Law 2005, The Australian Year Book of Inter-
national Law (2007) Vol. 26, 425, 435. なお，アメリカ合衆国の国家賠償
法である「連邦不法行為請求権法 (Federal Tort Claims Act＝FTCA)」に
おいては，同法の 28 U. S. C. 1346 (b) における，国の責任は「行為ある
いは不作為が生じた地の法」により決定されるとする規定について，この
「法」を，実質法のみならず準拠法をも含むと解釈したアメリカ最高裁判
決 Richards v. United States 369 U. S. 1 (1962) とその後の下級審判決があ
る。ただし，このような解釈は立法趣旨に反すると批判するものとして J.
Shapiro, ‘Choice of Law Under the Federal Tort Claims Act : Richards and




認めないとする Kirby 裁判官を除いた, Gleeson 首席裁判官, Gummow,





の方法である。二重反致は, 本事件の控訴審において McLure 裁判官が
説明したように, オーストラリアの準拠法ルールにより準拠法が外国法に
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(222) (2005) 223 CLR 331 ; (2005) 221 ALR 213 ; (2005) 79 ALJR 1736, [90]
per Gummow and Hayne.
(223) Ibid, [13] per Gleeson.
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(224) Ibid, [271] per Heydon.
(225) Ibid, [173][174] per Kirby.
(226) E. Schoeman, ‘Renvoi : Throwing (And Catching) The Boomerang―
Neilson v. Overseas Projects Corporation of Victoria Ltd’ (2006) 25 The
University of Queensland Law Journal 203, 206.








Zhang 判決に示されたとおり, 不法行為地法が厳格に適用されること, お
































78(427) 法と政治 60巻 2号 (2009年 7月)
(229) Ibid, [173][174] per Gummow and Hayne, [191] per Kirby. Kirby 裁
判官は,「第一審裁判所の裁判官の任務は, 外国裁判所の裁判官の靴に足
を入れて (step into the shoes of a foreign judge＝後釜に座って), あたか
も外国裁判所の法廷に座っているかのようにその裁判官の権限を行使する
ことではない」と批判している。A. Mills, supra note 157, 3839, R.
Mortensen, supra note 92, 10 もこの点に言及している。
(230) (2005) 223 CLR 331 ; (2005) 221 ALR 213 ; (2005) 79 ALJR 1736. [64],





























法と政治 60巻 2号 (2009年 7月) 79(426)
(231) P. Nygh, M. Davies, supra note 5, 300．
(232) Dicey & Morris on the Conflict of Laws,13th ed., (2000) 7678, M. Keyes,
‘Foreign law in Australian courts : Neilson v. Overseas Projects Corporation of
Victoria Ltd’ (2007) 15 Torts Law Journal 9, 12.
(233) A. Briggs, “In Praise and Defence of Renvoi” (1998) 47 ICLQ 877.
り, 本事案にオーストラリア法を適用するという結論に直接たどり着くこ
とが不可能になっていたため, 反致がその救済の役目を果たしたことであ










を規律することは, きわめて明白なことであると Briggs は論じている。
反致の導入は, 最近最高裁によって非難されたばかりの｢柔軟な例外｣を復
活させることになるとする被告側の主張に対して Briggs は, ばかげた主
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(234) A. Briggs, ‘The Meaning and Proof of Foreign Law, Neilson v. Overseas





























法と政治 60巻 2号 (2009年 7月) 81(424)
(236) Ibid, 3.
(237) A. Dickinson, ‘Renvoi : The Comeback Kid ?’ (2006) 122 Law Querterly
Review 183, 187.
(238) (2005) 223 CLR 331 ; (2005) 221 ALR 213 ; (2005) 79 ALJR 1736. [94]
[95].
(239) A. Dickinson, supra note 237, 187.
 反致の方法を取ることの煩雑さ―外国法の証明の問題
二重反致を適用するにあたっては, 上述したように, 準拠法所属国であ












































82(423) 法と政治 60巻 2号 (2009年 7月)
(240) R. Mortensen, supra note 92, 24.
(241) E. Nygh, M. Davies, supra note 5, 297297, Dicey & Morris on the Conflict
of Laws, 13th ed., (2000) 78.



























法と政治 60巻 2号 (2009年 7月) 83(422)
Mortensen は, この状態は ｢永遠の回帰｣ というよりもむしろチェスで言
う ｢stalemate＝行き詰まり｣ の状態という方がより正確な比喩であると
述べている。R. Mortensen, supra note 5, 208,
(243) M. Keyes, supra note 232, 1617, M. Davis, ‘Case Note : Neilson v.
Overseas Projects Corporation of Victoria Ltd’ (2006) 30 Melbourne
University Law Review 244, 246, 250.





















多くの論者は, 本判決が, 事実上, 厳格な不法行為地法主義の原則に例
外を設けたものであるととらえ, その｢例外の設け方｣を批判する。
























84(421) 法と政治 60巻 2号 (2009年 7月)
(245) R. Mortensen, supra note 5, 206207, R. Mortensen, supra note 92, 78.
(246) (2005) 223 CLR 331 ; (2005) 221 ALR 213 ; (2005) 79 ALJR 1736, [6]
per Gleeson, [135] per Gummow and Hayne.
(247) S3 (2) Limitation of Actions (Amendment) Act 2002 (Vic).
(248) R. Mortensen, supra note 5, 206207, R. Mortensen, supra note 92, 78,
M. Keyes, supra note 232, 18, 2122
(249) A. Lu and L. Carroll “Ignored No More : Renvoi and International Torts
Litigated in Australia” (2005) 1 Journal of Private International Law, 1, 38
反致を採用した最高裁判決に対して, Mortensen や, Anderson and J.
Davis もこの点を指摘する。
(250)













もっとも Mortensen は, 国際的な不法行為の事案において, 状況によ
っては, 不法行為地法ではなく法廷地法が適用されるのがふさわしい場合








法と政治 60巻 2号 (2009年 7月) 85(420)
(250) R. Mortensen, ‘supra note 92, 2, K. Anderson and J. Davis, supra note
221, 437.
(251) K. Anderson and J. Davis, ibid, 438.
(252) R. Mortensen, supra note 92, 21, R. Mortensen, Homing Devices in
Choice of Tort Law: Australian, British, and Canadian Approaches, (2006) 55
ICLQ 837, 873874.




ている。M. Keyes, supra note 232, 15.
(254) R. Mortensen, supra note 92, 21.
ス諸国において他に例を見ないものであること,「重心 (center of gravity)」
が法廷地にあったとしても法廷地法の適用を認めないとするこのルールの
硬直性のため, そのような場合に, 反致が, 法廷地法の適用を確保する唯
一の手段となってしまったことを指摘する。
(255)















いても, これが準拠法ルールの唯一の理論的根拠ではなく, Pfeiffer 判決,




























86(419) 法と政治 60巻 2号 (2009年 7月)
(255) Ibid, 3, R. Mortensen, supra note 5, 203.
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(259) Ibid, 17.
(260) イングランドをはじめとするコモンウェルス諸国における外国法の証
明の問題については, 本判決でも引用されている Fentiman, Foreign Law in
English Courts : Pleading, Proof and Choice of Law (OUP) (1998) の見解を
基に, 齋藤彰「イングランド国際私法における外国法の主張立証 日本






















































88(417) 法と政治 60巻 2号 (2009年 7月)
(262) Neilson v. Overseas Projects Corporation of Victoria Ltd, (2005) 223
CLR 331 ; (2005) 221 ALR 213 ; (2005) 79 ALJR 1736. [117].
(263) この前提は, コモン・ロー国ではない外国の法に対しては適用しない
場合がありうることについて, たとえば斎藤・前掲注(260), 36頁参照。
(264) Neilson v. Overseas Projects Corporation of Victoria Ltd, (2005) 223





















あるとする前提は ｢信じがたいフィクションである｣ と断じ, McHugh 裁









法と政治 60巻 2号 (2009年 7月) 89(416)
(265) Ibid, [17].
(266) Ibid, [125][126].
(267) Ibid, [267], [270] per Heydon, [246][249], [251] per Callinan.
(268) Ibid, [203] per Kirby, Ibid, [36] per McHugh.
















に関して, Mortensen は, Gleeson 首席裁判官が, 証拠が十分である
と考えるにあたって, オーストラリアと事案との関係について述べた上で
中国裁判所が146条第二文によりオーストラリア法を適用するであろうと


































































法と政治 60巻 2号 (2009年 7月) 91(414)
(273) E. Schoeman, supra note 226, 212.
(274) Ibid, 207.
(275) A. Mills, supra note 157, 40.
(276) E. Schoeman, supra note 226, 207.
(277) M. Davis, supra note 243, 264.
と批判する。
(278)














る Neilson 夫人の側は, 単に同法146条がオーストラリア法適用を認めて
いると解釈しうることを主張したのみであったため, この点も含めて議論


























92(413) 法と政治 60巻 2号 (2009年 7月)
(278) M. Keyes, supra note 232, 1617.
(279) R. Mortensen, supra note 92, 9, R. Mortensen, supra note 5, 206.
(280) R. Mortensen, supra note 5, 203.
(281) (2005) 223 CLR 331 ; (2005) 221 ALR 213 ; (2005) 79 ALJR 1736. [34]
[36] per McHugh, [197], [201][208] per Kirby. Keyes は, この２人の
考え方は, Fentiman, supra note 260, 68. の見解に基づくものであると述










Keyes, Schoeman および M. Davis は, 原告が中国法を証明しないこ






および M. Davis はさらに, このことによって, 最高裁が回避しようとし
論
説
法と政治 60巻 2号 (2009年 7月) 93(412)







ならない」と述べる。そして, stay を求める当事者が, 外国の不法行為
法が自らに有利であるために当該外国法に依拠するのであれば, その当事
者はその点に関する当該国法について適切な証拠を提示しなければならな
い, と判示している。Regie Nationale des Usine Renault SA v. Zhang
(2002) 210 CLR 491 ; 187 ALR 1; 76 ALJR 551, [68][72] per Gleeson CJ
and Gaudron, McHugh, Gummow and Hayne JJ. Mortensen はこの点を指摘
している。
(283) R. Mortensen, supra note 92, 6.
(284) M. Keyes, supra note 232, 23, 28, E. Schoeman, supra note 226, 212, M.
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(285) M. Keyes, supra note 232, 23, 28, M. Davis, supra note 243, 263. M. Davis
は, 外国法を事実の問題ではなく, 法の問題と扱うことによって, この
「前提」に関する困難な問題は回避し得るとして, アメリカ合衆国におけ
る Federal Rules of Civil Procedure の1966年 の法改正による r. 44. 1を例
に挙げる。M. Davis, ibid, 265266.
(286) A. Briggs, supra note 234, 2.
(287) Ibid, 67.










Dickinson は, 裁判所が, 当事者により提示された限られた不
十分な情報に基づき, 結論を下すことを求められていることを指摘する。
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国の1995年法や, EU の Rome II のように, 明確な例外規定を制定法で
定めるのが望ましいと主張している。
(292)
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(292) A. Lu and L. Carroll, supra note 249, 56.
(293) A. Mills, supra note 157, 40.
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(294) M. Keyes, supra note 160.
(295) The English Law Commission and Scottish Law Commission, Private
International Law: Choice of Law in Tort and Delict, Working Paper No 87,
1985, 313314 [4. 12].
(296) Tolofson v. Jensen [1994] 3 SCR 1022 ; (1994) 120 DLR (4 th) 289, at
DLR 310, 312, 314.
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(298) M. Keyes, supra note 232, 2930.
(299) Ibid, 33.
(300) Ibid, 2930.
(301) R. Mortensen, supra note 92, 24, R. Mortensen, supra note 5, 428.
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(303) R. Mortensen, supra note 92, 24. また, E. Schoeman, supra note 226,
211, も同様に, 転致まで認めることになりうることを批判する。
(304) K. Anderson and J. Davis, supra note 221, 438.
(305) A. Briggs, supra note 233, 879880. Briggs は, イングランドのコモン










している。Mortensen は, オーストラリアの裁判管轄規則が, 国際的な
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(Cross-Vesting) の語が用いられる。K. Anderson, supra note 3, 78. なお
前掲注(110)も参照のこと。












④この目安からすれば, Neilson 事件においては, 原告が西オーストラリ
アの住人であったため, フォーラム・ショッピングとは見られなかったで
あろうこと, ⑤裁判所は裁量により管轄を拒否することができるが, オー
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(308) R. Mortensen, supra note 92, 2526.











なぜなら, 1991年の McKain 判決に
おいて最高裁がそのように判示していたからである (2.5 (1) 参照)。も
っとも, Mckain 判決のこの判断については, 特にオーストラリア国内で
の複数の州やテリトリーが係わる事案において, フォーラム・ショッピン










年の Breavington v. Godleman 最高裁判決が, 1991年の McKain 判決によ
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(310) Ibid, 2627.
(311) R. Mortensen, supra note 5, 199, R. Mortensen, supra note 92, 23.
(312) R. Mortensen, supra note 5, 186188. 西オーストラリア州においては
Choice of Law (Limitation Periods) Act 1994 (WA) が制定されている。
地法を共に適用するとのルールが復活していた。そして, McKain 判決は,
Phillips v. Eyre ルールを純然たる準拠法ルールと見るとの前提に立って





この状況の中で, 2000年の Pfeiffer 判決が, まず, 国内における不法行
為の準拠法について厳格な不法行為地法主義を採用し, その際に, 出訴期
限は実体法上の問題であると判示する (前述 3.1 (2) ②参照)。
(314)
そしてさ
らに2002年の Zhang 判決は, 国際的な不法行為事件であっても厳格な不
法行為地法主義を採用するとし, 出訴期限についても, Pfeiffer 判決に従









Pfeiffer, Zhang 両判決の結論は不意打ちであったと思われ, それが
Neilson 判決において, 法廷地法が結果的に採用された一因となったとも
考えられる。
しかしこの点は, Neilson 最高裁判決においては, 正面から考慮されて
いるわけではない。
(317)
このことから Mortensen は, Neilson 判決は, 実務的
論
説
法と政治 60巻 2号 (2009年 7月) 103(402)
(313) 2.6 参照。
(314) (2000) 203 CLR 503 ; 172 ALR 625 ; 74 ALJR 1109, [100].
(315) (2002) 210 CLR 491, 187 ALR 1; 76 ALJR 551, [76].
(316) R. Mortensen, supra note 92, 23.










上述のように, Neilson 事件の最高裁判決に対しては, 多くの批判がな
されている。しかし, この事件は, オーストラリアと事件との関係の深さ,
出訴期限の法性決定の変更など, 不法行為地法たる中国法を硬直的に適用
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のひとつに, 国際的な不法行為事件の準拠法に厳格な不法行為地法主義が
適用されることは2002年の Zhang 判決までは当事者には予想できなかっ
たことを挙げている。[2002] WASC 231, [196]. 最高裁判決においては,
Kirby 裁判官がこの点について少し触れてはいるが, それを理由として原
告に配慮がなされているわけではなく, むしろ Kirby 裁判官は, 原告の
上訴を認めないとの判断を下している。(2005) 223 CLR 331 ; (2005) 221
ALR 213 ; (2005) 79 ALJR 1736, [146][149].
(318) R. Mortensen, supra note 92, 23.
(319) E. Schoeman, supra note 226, 203.













その中で, Mills や Keyes と同様に, 反致採用の代わりに柔軟な例外ル
ールの採用を主張している Mortensen が, たとえ柔軟な例外ルールを採
用したとしても, Neilson 事件においては, 法廷地法たる西オーストラリ
ア州法の適用は難しかったであろうと批判している点は注目される。





には不十分であること, またカナダの「最低限の基準 (barest minimum)」
においても, すべての当事者が法廷地に居住していることが法廷地法適用
の要件とされており, 現在のカナダではさらに「不法行為地法適用の不公
正 (injustice)」の基準により, 法廷地法の適用には, 法廷地と事案との間
にそれ以上の関連性が求められるとの指摘である。
(323)
Mills, Keyes などが Neilson 事件の事案と「オーストラリア」との関
論
説
法と政治 60巻 2号 (2009年 7月) 105(400)
(321) M. Keyes, supra note 232, 33.
(322) A. Mills, supra note 157, 40.
(323) R. Mortensen, supra note 92, 21.
連の強さに注目しているのに対し, Mortensen は,「オーストラリア法＝
西オーストラリア州法」とする前提を疑問視しているが故の, 反対の結論
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(324) K. Anderson and J. Davis, supra note 221, 435, Holmes 裁判官の言葉
の引用である。Northern Securities Co. v. US (1904) US 197, 400.
(325) 例えば K. Anderson and J. Davis, supra note 221, 438, など。ちなみに，
Neilson 判決に関して，この事案に公序則を援用することにより法廷地法
を適用しえたかについての議論は見当たらないように思われる。これまで
の先例としても，Phillips v. Eyre ルールが採用されて以降，国際的な不法
行為の事案において，公序則により法廷地法が適用された例は報告されて
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により厳格な不法行為地法主義を採用し，特に Zhang 判決は，国際的な




















他方 Dickinson は, 当事者自治を基盤としている準拠法ルールには,
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(326) R. Mortensen, supra note 5, 199, R. Mortensen, supra note 92, 23.
(327) M. Keyes, supra note 232, 3032.
(328) A. Dickinson, supra note 237, 189.
(329) O’Driscoll v. J Ray Mcdermott, SA [2006] WASCA 25.
所の O’Driscoll v. J Ray Mcdermott, SA 判決がそれである。以下に簡単に
内容を述べておく。
＜事実の概要＞
原告 (上訴人) は, 被告会社 (被上訴人) との間で, シンガポールにお
いて, シンガポール法を準拠法とする雇用契約を締結した。1995年３月,






シンガポール法では, 出訴期限は制定法 Limitation Act 1959
(Singapore) s.24 において, 訴訟原因が生じた日から３年以内, また




の時点では, オーストラリアにおいては, 1991年の McKein 判決により
出訴期限は手続法上の問題であると考えられていたが, 訴訟係属中に




国の Limitation Act 1959 (Singapore) は手続法と考えられていた。
論
説
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(330) 原告は, 変更の理由として, 不法行為地が当初主張していたインドネ
シア領海ではなく公海上での事故であったことを挙げ, 公海上での不法行
為に基づく訴えを別途提起する予定であると述べているとの説明がなされ
ている。SA [2006] WASCA 25, [25].
(331) この経緯については, 本文 4.4（5）参照のこと。
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(332) O’Driscoll v. J Ray Mcdermott, SA [2004] WADC 187.
(333) SA [2006]WASCA 25, [8][9], [44].
(334) Ibid, [44].
(335) Ibid, [10].












































ちなみに, この事件もまた, Neilson 事件と同様に, 原告が提訴した時
点においては, 出訴期限は手続法であると考えられており, 訴訟係属中に
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(340) M. Keyes, supra note 232, 32.
(341) Ibid.
(342) SA [2006] WASCA 25, [2].
(343) Ibid, [12], K. Anderson and K. Pham with J. Davis, Annual Survey of
Recent Development in Australian Private International Law 2006, Australian
Year Book of International Law (2008) Vol. 27, 467, 474475 もこの点に注
目している。
(344) SA [2006] WASCA 25, [13].
に基づき区別したとしても, Murray 裁判官の判示した通り, 結論に違い
は出なかったようにも思われる。しかし, McLure 裁判官によって傍論な
がら示されたこれらの見解からすると, 反致の適用対象がさらに広がるか
もしれないとする Keyes の上記の懸念は, 必ずしも当を得ていないとは
言い切れない。
６．お わ り に






法行為事件に用いられることとなった反致は, O’Driscoll v. J Ray
Mcdermott, SA 判決が示すように, 契約事件にも導入される可能性が出て





本論文執筆に当たっては, オーストラリア国立大学の Kent Anderson 教授




法と政治 60巻 2号 (2009年 7月) 113(392)
(345) K. Anderson and J. Davis, supra note 221, 437, R. Mortensen, supra note
92, 24, A. Briggs, supra note 234, 2.はそろって, 最高裁の状況を ‘it painted





















Choice of Law Rule for Torts in Australia
―Applying Renvoi Under the Strict Lex Loci Delicti Rule
Yuko OKANO
In 2005, in Neilson v. Overseas Projects Corporation of Victoria Ltd, the
Australian High Court applied renvoi, for the first time in the common law
world, to an action in tort. There had been a great deal of uncertainty about
the choice of law rule for torts in Australia until the High Court held that the
lex loci delicti rule without exception should apply to both intra-Australian
torts (Pfeiffer in 2000) and international torts (Zhang in 2002). While the
straight-forward rules of Pfeiffer and Zhang dispelled the confusion, they
were criticized for being too rigid. In these circumstances, in Neilson, the
High Court has chosen the way of applying renvoi instead of admitting the
flexible exception to the lex loci delicti rule. This means that the applicable lex
loci delicti should cover all of the foreign law including its choice of law rules.
The justifications shown in Neilson for applying renvoi are not peculiar to in-
ternational torts. Certain scholars point out that these justifications may
allow litigants to argue that renvoi should be applied to other areas of law,
such as international contract.
This article is to analyze a series of the High Court’s decisions on the
choice of law rule for torts, and examine the way the High Court applies
renvoi to an action in tort.
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